
議案第１８３号 

令和２年度さいたま市病院事業会計補正予算（第１号） 

（総  則） 

第１条 令和２年度さいたま市病院事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和２年度さいたま市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定め

た収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

収                    入               （単位  千円） 

科          目 既決予定額 補正予定額 計 

第 1 款 病 院 事 業 収 益 21,589,675 7,000 21,596,675

第 3 項 特 別 利 益 2 7,000 7,002

支                    出              （単位  千円） 

科          目 既決予定額 補正予定額 計 

第 1 款 病 院 事 業 費 用 24,416,383 7,000 24,423,383

第 3 項 特 別 損 失 2 7,000 7,002

（資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

収                    入               （単位  千円） 

科          目 既決予定額 補正予定額 計 

第 1 款 資 本 的 収 入 1,771,402 17,000 1,788,402

第 1 項 企 業 債 1,264,400 17,000 1,281,400

支                    出              （単位  千円） 

科          目 既決予定額 補正予定額 計 

第 1 款 資 本 的 支 出 3,016,458 17,000 3,033,458

第 1 項 建 設 改 良 費 2,024,701 17,000 2,041,701
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（企業債） 

第４条 予算第７条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。 

（単位  千円） 

起債の目的 既決予定額 補正予定額 計 

市立病院医療機器整備事業 285,000 17,000 302,000

令和２年１１月２５日提出 

さいたま市長    清  水  勇  人
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補 正 予 算 説 明 書
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既決予定額 補正予定額 計 備 考

1 21,589,675 7,000 21,596,675

3 特 別 利 益 2 7,000 7,002

3 その他特別利益 0 7,000 7,000

既決予定額 補正予定額 計 備 考

1 24,416,383 7,000 24,423,383

3 特 別 損 失 　 2 7,000 7,002

3 その他特別損失 0 7,000 7,000

既決予定額 補正予定額 計 備 考

1 1,771,402 17,000 1,788,402

1 企 業 債 1,264,400 17,000 1,281,400

1 企 業 債 1,264,400 17,000 1,281,400

既決予定額 補正予定額 計 備 考

1 3,016,458 17,000 3,033,458

1 建 設 改 良 費 　 2,024,701 17,000 2,041,701

2 固定資産購入費 285,000 17,000 302,000

資 本 的 支 出

資 本 的 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　   支　　　　　　　　　出　　　　　　　　　　 （単位　千円）

款　　　　項 目

資 本 的 収 入 及 び 支 出

　　　　　　　　　　　　　　　   　収　　　　　　　　　入　　　　　　　　　　 （単位　千円）

款　　　　項 目

　　　　　　　　　　　　　　　   　収　　　　　　　　　入　　　　　　　　　　 （単位　千円）

款　　　　項 目

病 院 事 業 収 益

令和２年度さいたま市病院事業会計予算実施変更計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

病 院 事 業 費 用

（単位　千円）

款　　　　項 目

　　　　　　　　　　　　　　　　   支　　　　　　　　　出　　　　　　　　　　
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（単位　円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 △ 2,826,708,000

　　減価償却費 3,451,723,000

　　固定資産除却費 10,822,000

　　賞与引当金の増減額（△は減少） 104,025,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,600,000

　　長期前受金戻入額 △ 499,133,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 1,000

　　支払利息 61,803,000

　　固定資産売却損 1,000

　　固定資産売却益 △ 1,000

　　未収金の増減額（△は増加） △ 494,290,860

　　未払金の増減額（△は減少） △ 117,756,110

　　たな卸資産の増減額（△は増加） 1,322,000

    前払費用の増減額（△は増加） △ 205,167

　　長期前払消費税の増減額（△は増加） 275,008,000

　　小計 △ 24,791,137

　　利息及び配当金の受取額 1,000

　　利息の支払額 △ 61,803,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 86,593,137

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 858,562,789

　　有形固定資産の売却による収入 1,000

　　一般会計からの繰入金による収入 398,532,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 460,029,789

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　一時借入れによる収入 3,500,000,000

　　一時借入金の返済による支出 △ 3,500,000,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,281,400,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 991,756,350

　　リース債務の返済による支出 △ 583,373,564

　　一般会計借入金による収入 791,300,000

　　一般会計からの出資による収入 262,991,321

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 760,561,407

資金増加額 213,938,481

資金期首残高 1,791,302,522

資金期末残高 2,005,241,003

令和２年度さいたま市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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（単位　円）

１　固　定　資　産

イ 土 地 1,547,993,564

ロ 建 物 41,379,557,538

減 価 償 却 累 計 額 △ 13,000,636,548 28,378,920,990

ハ 構 築 物 582,339,882

減 価 償 却 累 計 額 △ 240,114,724 342,225,158

ニ 器 械 備 品 9,763,918,013

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,193,773,868 5,570,144,145

ホ 車 両 8,971,367

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,360,035 1,611,332

ヘ リ ー ス 資 産 1,407,651,063

減 価 償 却 累 計 額 △ 442,455,744 965,195,319

ト 建 設 仮 勘 定 1,099,027,020

チ そ の 他 備 品 3,250,000

有形固定資産合計 37,908,367,528

イ 電 話 加 入 権 240,900

ロ リ ー ス 資 産 996,244,808

ハ ソ フ ト ウ ェ ア 10,875,000

無形固定資産合計 1,007,360,708

イ 破 産 更 生 債 権 等 121,463,212

貸 倒 引 当 金 △ 121,463,212 0

ロ 長 期 前 払 消 費 税 2,740,204,388

投資その他の資産合計 2,740,204,388

固 定 資 産 合 計 41,655,932,624

２　流　動　資　産

イ 現 金 7,500,000

ロ 預 金 1,997,741,003

現 金 預 金 合 計 2,005,241,003

イ 医 業 未 収 金 2,913,003,362

ロ 医 業 外 未 収 金 668,506,000

未 収 金 合 計 3,581,509,362

イ 薬 品 46,393,437

ロ 診 療 材 料 21,765,551

ハ そ の 他 貯 蔵 品 460,628

貯 蔵 品 合 計 68,619,616

イ 前 払 費 用 4,677,167

前 払 費 用 合 計 4,677,167

流 動 資 産 合 計 5,660,047,148

資 産 合 計 47,315,979,772

　令和２年度さいたま市病院事業予定貸借対照表
（令和３年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

　（４）前　払　費　用

　（３）貯　蔵　品

　（２）無形固定資産

　（１）現 金 預 金

　（２）未　収　金

　（１）有形固定資産

　（３）投資その他の資産
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３　固　定　負　債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 32,532,637,116

企 業 債 合 計 32,532,637,116

イ その他の長期借入金 712,170,000

他会計借入金合計 712,170,000

1,586,534,120

イ 退 職 給 付 引 当 金 2,682,254,378

引 当 金 合 計 2,682,254,378

固 定 負 債 合 計 37,513,595,614

４　流　動　負　債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,877,462,279

企 業 債 合 計 1,877,462,279

イ その他の長期借入金 79,130,000

他会計借入金合計 79,130,000

581,319,588

イ 医 業 未 払 金 1,087,783,849

ロ そ の 他 未 払 金 729,009,555

未 払 金 合 計 1,816,793,404

77,000

イ 賞 与 引 当 金 715,851,000

引 当 金 合 計 715,851,000

イ 預 り 金 27,507,329

その他流動負債合計 27,507,329

流 動 負 債 合 計 5,098,140,600

５　繰　延　収　益

イ 受 贈 財 産 評 価 額 3,932,767

収 益 化 累 計 額 △ 3,736,129 196,638

ロ 国 庫 補 助 金 306,854,000

収 益 化 累 計 額 △ 156,393,990 150,460,010

ハ 県 補 助 金 232,012,232

収 益 化 累 計 額 △ 179,081,501 52,930,731

ニ 市 補 助 金 5,000,000

収 益 化 累 計 額 △ 4,749,999 250,001

ホ 他 会 計 補 助 金 6,034,264,935

収 益 化 累 計 額 △ 5,578,641,693 455,623,242

長 期 前 受 金 合 計 659,460,622

繰 延 収 益 合 計 659,460,622

負 債 合 計 43,271,196,836

負　　　　債　　　　の　　　　部

　（６）引　当　金

　（４）引　当　金

　（１）長期前受金

　（４）未　払　金

　（７）その他流動負債

　（２）他会計借入金

　（３）リース債務

　（３）リース債務

　（２）他会計借入金

　（１）企　業　債

　（１）企　業　債

　（５）前 受 収 益
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8,872,231,087

７　剰　余　金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 3,250,000

資 本 剰 余 金 合 計 3,250,000

イ 当年度未処理欠損金 4,830,698,151

欠 損 金 合 計 4,830,698,151

剰 余 金 合 計 △ 4,827,448,151

資 本 合 計 4,044,782,936

負 債 資 本 合 計 47,315,979,772

　（２）欠　損　金

　（１）資本剰余金

６　資　本　金

資　　　　本　　　　の　　　　部
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注記

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品   先入先出法による原価法によっている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

簿価切下げの方法により算定。） 

 固定資産の減価償却方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法 

定額法による。 

   (ﾛ) 主な耐用年数 

     建物    10～47 年

     構築物   10～30 年

     器械備品  4～20 年

     車両    5 年

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法 

定額法による。 

   (ﾛ) 主な耐用年数 

     ソフトウェア 5 年

ハ リース資産

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上し

ている。

ロ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給、並びにこれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年

度末における支給見込額に基づき当年度の負担に属する額を計上している。

ハ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権

等特定の債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用し、控除対象外消費税等については原則として

当該事業年度の費用としている。また、固定資産に係る控除対象外消費税等については長期前払消費

税勘定に計上し、発生の翌年度以降、次の期間で均等償却を行っている。 

なお、平成 28 年度以前に発生した固定資産に係る控除対象外消費税等については、発生の翌年度

以降 5年間で均等償却を行っている。 
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イ 有形固定資産（リース資産を除く。） 

   建物     10～20 年 

   構築物    10～20 年 

   器械備品   5 年 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

   ソフトウェア 5年 

ハ リース資産

       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

        リース期間 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

  該当事項なし。

３ 予定貸借対照表に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定の 

 ものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 17,288,997,795 円である。 

４ セグメント情報に関する注記

  さいたま市病院事業の報告セグメントの区分は単一であるため、記載を省略している。

５ 減損損失に関する注記

  該当事項なし。

６ リース契約により使用する固定資産に関する注記

 リース取引の処理方法

所有権移転ファイナンス・リース取引及びリース料総額が 300 万円を超える所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

リース料総額が 300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

７ 重要な後発事象に関する注記

  該当事項なし。

８ その他の注記

 引当金の取崩し

  イ 退職給付引当金

    当年度において、退職給付引当金 324,681,887 円を取り崩す。 

  ロ 賞与引当金

当年度において、賞与引当金 611,826,000 円を取り崩す。
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 長期継続契約に係るリース債務 

  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法

第 234 条の 3に基づく長期継続契約に係るものは次の金額である。 

短期リース債務    581,319,588 円 

長期リース債務  1,586,534,120 円 

計         2,167,853,708 円 
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この冊子は 450部作成し、1部当たりの印刷経費は、62 円です。 


